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2023年度末学費滞納調査結果の記者発表報道 続々 

「私立高中退 経済的理由が増加」 

「経済理由の中退倍増」 

 
6月7日（金）の朝刊で、読売新聞および赤旗新聞が、昨日

の学費滞納調査結果の記者発表を報道しました。いずれも、中

退者が倍増したことをとり上げています。 

昨日の記者会見では、学費滞納調査結果と合わせて、山口委

員長が用意した、「24 年度学費減免制度 拡充自治体制度図」

を紹介し、いかに自治体によって格差があるかを説明しました。

その後、記者からの質問で「東京都が所得制限撤廃を行うが、

近隣県への影響はどうか」と聞かれ、「都内の現場では、同じ教

室にいる生徒同士でも住む場所によって学費に差がある状況。

子どもの学ぶ権利は平等であるべきで、そのために国にはまず

授業料平均額分の補助（＝授業料の実質無償化）を910万世

帯まで早急に拡充することを求めたい」と回答しました。 

 

 

 
 

 

 

 

全国私私学助成をすすめる会  

No.04  2024年6月7日（金） 

読売新聞 2024/6/7 

赤旗 2024/6/7 


